
◎地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律 
（平成一六年六月九日法律第九一号）   

一、提案理由（平成一六年五月一二日・衆議院文部科学委員会） 

○河村国務大臣 

……………（略）…………… 

 引き続きまして、このたび、政府から提出いたしました地方教育行政の組織及び運営

に関する法律の一部を改正する法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明

申し上げます。 

 国民の学校教育に対する要請が多様化、高度化する中で、公立学校が国民の期待に十

分こたえることができるよう、公立学校の管理運営の活性化を図る必要があります。こ

のため、地域の住民や保護者がより主体的に学校の運営に参画することを可能にするこ

とにより、地域の住民、保護者の意向に的確に対応した教育活動を実施し、信頼される

学校づくりを進めることが重要であります。 

 この法律案は、このような観点から、公立学校の管理運営の改善を図るため、学校の

運営に関して協議する機関として、地域の住民、保護者等が学校運営に参画する学校運

営協議会を設置することができるようにするものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、教育委員会は、その指定する学校の運営に関して協議する機関として、指定

学校ごとに学校運営協議会を置くことができるものとし、その委員は、教育委員会が任

命することとするものであります。 

 第二に、指定学校の校長は、教育課程の編成等について基本的な方針を作成し、学校

運営協議会の承認を得なければならないこととするものであり、また、学校運営協議会

は、指定学校の運営に関する事項について、教育委員会または校長に対して意見を述べ

ることができることとするものであります。 

 第三に、学校運営協議会は、指定学校の職員の採用その他の任用に関する事項につい

て、その任命権者に対して意見を述べることができることとし、任命権者は、その意見

を尊重するものとしております。 

 第四に、教育委員会は、学校運営協議会の運営が著しく適正を欠くことにより、指定

学校の運営に現に著しい支障が生じ、または生ずるおそれがあると認められる場合にお

いては、指定を取り消さなければならないこととするものであります。 

 第五に、市町村教育委員会は、その所管に属する学校について指定を行おうとすると

きは、あらかじめ都道府県教育委員会に協議しなければならないこととしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようにお願い申し上げます。 



二、衆議院文部科学委員長報告（平成一六年五月二○日） 

○池坊保子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公立学校の管理運営の改善を図るため、教育委員会が、その指定する学校の

運営に関して協議する機関として、地域の住民、保護者等が学校運営に参画する学校運

営協議会を設置することができるようにするもので、その主な内容は、次のとおりでご

ざいます。 

 第一に、教育委員会は、その指定する学校の運営に関して協議する機関として、指定

学校ごとに学校運営協議会を置くことができるものとし、その委員は教育委員会が任命

すること、 

 第二に、指定学校の校長は、教育課程の編成等について基本的な方針を作成し、学校

運営協議会の承認を得なければならないこととし、また、学校運営協議会は、指定学校

の運営に関する事項について、教育委員会または校長に対して意見を述べることができ

ること、 

 第三に、学校運営協議会は、指定学校の職員の採用その他の任用に関する事項につい

て、その任命権者に対して意見を述べることができることとし、任命権者はその意見を

尊重するものとすること 

などであります。 

 本案は、去る四月二十三日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本

委員会に付託されました。 

 本委員会におきましては、五月十二日河村文部科学大臣から提案理由の説明を聴取し

た後、十四日から質疑に入り、参考人から意見を聴取するなど、慎重に審査を重ねまし

た。昨十九日に質疑を終局し、討論の後、採決の結果、本案は賛成多数をもって原案の

とおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月一九日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 学校運営協議会制度の意義について、全国的な周知徹底に努めること。その際には、

保護者や地域住民等に対し、ＰＴＡ、学校評議員制度との相違点やそれぞれの役割等

について十分な説明を行い、理解を得るよう努めること。 

二 学校運営協議会を導入するに当たっては、学校は地域コミュニティの拠点であるこ

とを踏まえ、保護者や地域住民の主体的な意欲と要望を尊重すること。 

三 保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持って、より主体的に学校運営に参画す

ることを可能とするという目的を踏まえ、教育委員会は、地域の実情に応じた個性や



特色ある教育活動を展開するため、学校運営協議会の委員について、委員構成の適切

な均衡にも配慮し、公募制、推薦制などの手続きにより、幅広い分野から任命するこ

と。 

四 指定学校とそれ以外の学校の教育水準に格差が生じたりすることのないよう、教育

の機会均等の確保に配慮すること。 

五 指定学校の指定要件等の教育委員会規則で定める学校運営協議会に関する事項につ

いては、各地方公共団体間で大幅な相違が生じないよう通知等による適切な指導、助

言を行うこと。 

六 指定学校の運営に当たっては、教育委員会、校長及び学校運営協議会の学校運営に

関する責任の所在をあらかじめ明確にするとともに、関係者間の意思疎通が十分に図

られるよう配慮すること。 

七 指定学校における校長の裁量の充実と必要な予算の確保が図られるよう、適切な指

導、助言を行うこと。 

八 学校運営協議会が任命権者に対して指定学校の職員の採用その他の任用に関する事

項について意見を述べるに当たっては、恣意的なものとならないよう、教育委員会に

対して適切な指導、助言を行うこと。 

  また、教育委員会は、引き続き教職員の人事制度の公正・公平性の維持に努めるこ

と。 

九 学校運営協議会制度の実施状況について、継続的な評価を行い、その成果と問題点

を明確にすることにより、この制度の在り方も含め、学校運営のさらなる改善に努め

ること。 

十 学校運営協議会制度の実施状況を見極めつつ、教育委員会と学校との関係など教育

委員会制度の在り方について検討を進めること。 

十一 指定学校とそれ以外の学校の運営に当たっては、地域社会や家庭との連携と協力

を一層進め、地域と家庭の教育力を高めるよう努めるとともに、必要に応じて、児童

生徒の発達段階に配慮しつつ、児童生徒が意見を述べる機会を得られるよう適切な配

慮に努めること。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成一六年六月二日） 

○北岡秀二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、公立学校の管理運営の改善を図るため、教育委員会が、その指定する学

校の運営に関して協議する機関として、地域の住民、保護者等が参画する学校運営協議

会を設置できるようにしようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人からの意見聴取、本制度の実践研究を行っている都内

小学校への視察を行うとともに、学校運営協議会について、学校や教育委員会との関係

など制度の仕組みと運営の在り方、適切な委員任命のための方策、教育委員会制度の現



状と今後の検討の方向性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して畑野委員より反対の

意見が述べられ、続いて採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年六月一日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、学校運営協議会が円滑に導入されるよう、制度の意義について、全国的な周知徹底

に努めること。その際には、保護者や地域住民等に対し、ＰＴＡ、学校評議員制度と

の相違点やそれぞれの役割等について十分な説明を行い、理解を得るよう努めること。 

二、学校運営協議会を置く学校を指定するに当たっては、学校や地域の実情を踏まえ、

公平・適切に行うこと。特に、学校が地域コミュニティの拠点であることに配意し、

保護者や地域住民の主体的な意欲と要望を尊重し、指定の是非について検討すること。 

  なお、市町村教育委員会と都道府県教育委員会の事前協議が必要な場合、市町村教

育委員会の判断を尊重すること。また、事前協議には必ずしも都道府県教育委員会の

同意を得ることまでは必要としていないことについて周知すること。 

三、保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持って、より主体的に学校運営に参画す

ることを可能とするという目的を踏まえ、教育委員会は、地域の実情に応じた個性や

特色ある教育活動を展開するため、学校運営協議会の委員について、委員構成の適切

な均衡にも配慮し、公募制、推薦制などの手続により、幅広い分野から任命すること。 

  なお、委員の確保・任命が円滑に行われるよう、委員の都合・事情等を配慮した学

校運営協議会の開催、委員の事務的負担の軽減などにも十分留意すること。 

四、指定学校の指定及び取消しの要件、委員の任免手続など、教育委員会規則で定める

学校運営協議会に関する事項については、各地方公共団体間で大幅な相違が生じない

よう通知等による適切な指導、助言を行うこと。 

五、指定学校の運営に当たっては、教育委員会、校長及び学校運営協議会の学校運営に

関する責任の所在をあらかじめ明確にするとともに、関係者間の意思疎通が十分に図

られるよう配慮すること。 

  また、学校運営協議会が十分に機能し、指定学校の運営が適正・活性化されるよう、

学校運営協議会に対する情報提供には十全を期するとともに、委員の要望等に沿った

研修の機会の確保等の支援を促すほか、学校運営協議会の特色ある取組や活動につい

ては、広報・紹介に努めること。 

六、指定学校における校長の裁量の充実と必要な予算の確保等が図られるよう、適切な



指導、助言を行うとともに、基本的な教育水準の面では、指定学校とそれ以外の学校

とで格差が生ずることのないよう、教育の機会均等の確保に配慮すること。 

七、学校運営協議会が任命権者に対して指定学校の職員の採用その他の任用に関する事

項について意見を述べるに当たっては、学校運営協議会において適正な判断がなされ

るよう、教育委員会、学校等は必要な情報の提供に努めること。 

  また、教育委員会は、引き続き教職員の人事制度及びその運用の公正・公平性の維

持に努めること。 

  なお、任命権者が学校運営協議会の意見と異なる判断をせざるを得ない場合には、

その合理的な理由について学校運営協議会に対して説明責任を有することについて周

知すること。 

八、学校運営協議会制度の実施状況について、継続的な評価を行い、その成果と問題点

を明確にすることにより、この制度の在り方も含め、学校運営の更なる改善に努める

こと。 

九、学校運営協議会制度の実施状況等を見極めつつ、教育委員会と学校との関係など教

育委員会制度の在り方について真剣に検討を進めること。 

十、指定学校とそれ以外の学校の運営に当たっては、地域社会や家庭との連携と協力を

一層進め、地域と家庭の教育力を高めるよう努めるとともに、必要に応じて、児童生

徒の発達段階に配慮しつつ、児童生徒が意見を述べる機会を得られるよう適切な配慮

に努めること。 

  右決議する。 


